
係

ュースを月8本ホ　ー

2

ムページで配信
・刈谷

1

市のニュースを月8本

2

ホ　ームページで配信 　ームページで配信
　ームページで配信

・ビデオ広報の配布・貸出しを通じて、市政の啓発や、市民参加意識の向上に寄与した。

成果
・刈谷市ニュースサーバーにより映像を効果的に利用し、定期的に市内の出来事を市民へ発信することができた。

・地区、市民活動団体での利用の促進

・市民へのビデオ広報自体の広報活動の強化による利用の推進
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

成果 ビデオ広報YouTube版アクセス数 2,120 4,032 3,192 4,000 4,500
指標 （件）
成果 生活に必要な情報が得られていると思う市民の割合 70.8 ― 74.0 78.5 83.0
指標 （％）

・碧海5市では刈谷市と安城市がビデオ製作事業を実施
他市との  （広報撮影映像等の動画配信は刈谷市、碧南市、安城市が実施）
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 6,010 6,010 5,997 6,122 合計 5,997,024 円
委託料 5,997,024 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 6,010 6,010 5,99

Ｄ

7 6,122

職員人件

　

費　② 1,407 1,

　

396 1,389 1,

　

935

総事業費（①＋

Ｏ

②） 7,417 7,4

　

06 7,386 8,0

　

57

建
設
事
業

全体事業

∧

費（単位：千円） 0 ３

　

０年度特定財源名称

３

　

０年度までの累積事業

実

費 0

２年度以降の事業

　

費見込 0

　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　

１

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 計画

（

推進

基本施策 情報共有

平

施策体系
施策の内容 広

成

報・広聴の充実

目
　
　

３

　
的

  行政情報や市

０

民活動の取組等をビデ

年

オにま

主
た
る
内
容

○「

度

ビデオ広報刈谷」の製

評

作、市内各施設や
とめ

価

、広報することで、市

）

政の啓発や市民参 　学

刈

校等へ配布、市民への

谷

貸出し
加意識の向上に

市

努める。また、映像に

事

よる行 ○「刈谷市ニュ

務

ースサーバー」の運用

事

（㈱キ
政情報の記録・

業

保存を行い、広く活用

評

する｡ 　ャッチネット

価

ワークのニュースの編

シ

集、ホ
　ームページで

ー

月8本公開）による市

ト

のニュー
  ス映像公

（

開

位
置
づ
け

関連計画  

様

根拠法令  

対象者 対象

式

者を限定せず 事業期間

１

昭和６３年度 ～

実施方

）

法 ■直営　■委託　□

会

指定管理　□補助・助

計

成　□その他

名 担当部 企画財政

Ｂ
　

部

事
　
業
　
実
　
績

２８年

一

度実績 ２９年度実績 ３

般

０年度実績 ３１年度計

会

画

・ビデオ広報刈谷 ・

計

ビデオ広報刈谷 ・ビデ

ビ

オ広報刈谷 ・ビデオ広

デ

報刈谷
　No.87 　

オ

No.91「歴史の小

広

径」　 　No.94「

報

刈谷城盛上げ隊」　　

刈

No.97「歴史博物

谷

館」
　「夢と学びの科

製

学体験館」 　No.9

作

2 ｢スポーツ事業｣

事

　No.95 ｢刈谷

業

市立刈谷特別支  N

担

o.98「アーカイブ

当

」
　No.88「歴史

課

の小径」 　No.93

広

  援学校｣   No

報

.99「市制70周年

広

」
　No.89、No

聴

.90  「刈谷ハイウ

課

ェイオアシス」　No

款

.96「男女共同参画

項

社会」　各ＤＶＤ40

目

枚製作
　「刈谷映像ア

担

ーカイブ」　 　各ＤＶ

当

Ｄ40枚製作 　各ＤＶ

係

Ｄ40枚製作 ・刈谷市

広

のニュースを月8本ホ

報

　各ＤＶＤ40枚製作

広

・刈谷市のニュースを

聴

月8本ホ・刈谷市のニ



2 1 2

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　映像な

平

らではのわかりやすさ

成

を活かして、広報紙の

３

よう
・法的業務

高い
な

１

文字を中心とした広報

年

に加え、市のメッセー

度

ジや情報、
必要性 ・市

（

民ニーズ、社会需要 行

平

事などを広く市民に周

成

知できると考えている

３

。
・市民生活上必要で

０

ある　など

　公共施設

年

や行事等での放映に加

度

え、YouTube等

評

を活用して
・コストの

価

節減、費用対効果
普通

）

広く視聴できる環境を

刈

整え、効率化を図って

谷

いる。
効率性 ・執行体

市

制の効率性
・手段の最

事

適性　など

　市の施策

務

や行事、新設の公共施

事

設などを紹介するもの

業

で
・市が主体となって

評

実施する
高い

市が主体

価

となって実施するべき

シ

事業である。
妥当性 　

ー

べき事業であるか
・総

ト

合計画との整合性　な

（

ど

　特定の場所に限定

様

されず、インターネッ

式

トを介して広く

施策へ

２

の ・施策への貢献度
普

）

通
視聴可能な環境を整

会

えており、市の情報発

計

信として一定の
・目標

名

達成度 効果があるもの

担

と考える。
貢献度 ・市

当

民サービスへの効果　

部

など

今後の方向性 □拡

企

充　□現状維持　■改

画

善・効率化　□縮小　

財

□終期設定　□休止・

政

廃止

・「ビデオ広報刈

部

谷」については各課の

一

要望を広く受け付け、

般

製作したビデオをどの

会

ように使うかを精査し

計

、より有
　効に活用で

ビ

きる作品を製作してい

デ

く。
　また、YouT

オ

ubeのように広く市

広

民が視聴できる放映方

報

法を積極的に採用して

刈

いく。
・刈谷市ニュー

谷

スサーバーはアクセス

製

数などにより最適な配

作

信頻度や活用方法を検

事

討し、市の情報発信と

業

してより効
　果的な番

担

組を選択していく。

当課 広報

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

広

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

聴

　
評
　
価
　
∨

課

款 項 目 担当係 広報広聴係



1

やＨＰなどに掲載され

2

、市内外に対してＰＲがで

　きた｡またその実績から、認知度も高まった。

・多くの団体からイベント等への参加要請があり、参加したイベントを盛り上げまちの活性化に寄与することができた。

・各方面からのイベント等への参加要請に対し、市内外への刈谷の魅力発信効果の見極め等が必要である。

・定住促進ＰＲ冊子の効果的な配布方法および配布場所等についての検討が必要である。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 キャラクター使用申請累計件数（件） 210 236 256 275 300
指標
活動 かつなりくん着ぐるみ出動回数（回） 64 53 53 60 70
指標

中日新聞社主催ＪＩＭＯキャラ総選挙2015
他市との 知立市　ちりゅっぴ　 2位　／　豊明市　のぶながくん　15位
比較検証 碧南市　しょうぶー　16位　

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,835 1,855 1,779 3,099 合計 1,779,086 円
報償費 200,000 円

財
　
源

特定財源 32 0 26 0 需用費 1,319,886 円
役務費 86,400 円

一般財

Ｄ

源 4,803 1,85

　

5 1,753 3,09

　

9 委託料 172,80

　

0 円

職員人件費　②

Ｏ

4,064 3,877

　

3,858 2,322

　

総事業費（①＋②） 8

∧

,899 5,732 5

　

,637 5,421

建

　

設
事
業

全体事業費（単

実

位：千円） 0 ３０年度

　

特定財源名称

３０年度

　

までの累積事業費 0 冊

施

子等頒布収入

２年度以

　

降の事業費見込 0

　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

１

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 計画推進

（

基本施策 情報共有
施策

平

体系
施策の内容 広報・

成

広聴の充実

目
　
　
　
的

３

  刈谷が持つ地域資

０

源の魅力を市内外へ発

年

信

主
た
る
内
容

○かつな

度

りくん新作イラスト作

評

製
し、住みたい、住み

価

続けたい、訪れてみた

）

い ○啓発用印刷物作製

刈

まちを目指し、定住人

谷

口の増加へ繋げる。 ○

市

かつなりくん着ぐるみ

事

の運用
○イベント出演

務

によるＰＲ活動

位
置
づ

事

け

関連計画

根拠法令

対

業

象者 対象者を限定せず

評

事業期間 平成２６年度

価

～

実施方法 ■直営　■

シ

委託　□指定管理　□

ー

補助・助成　□その他

ト （様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

担

績

２８年度実績 ２９年

当

度実績 ３０年度実績 ３

部

１年度計画

・定住促進

企

ＰＲ冊子による啓 ・定

画

住促進ＰＲ冊子による

財

啓 ・定住促進ＰＲ冊子

政

による啓 ・定住促進Ｐ

部

Ｒ冊子のリニュ
　発、

一

各種イベントへの出演

般

　発、各種イベントへ

会

の出演 　発、各種イベ

計

ントへの出演 　ーアル

刈

・刈谷市ＰＲビデオ製

谷

作 ・ご当地キャラ博ｉ

の

ｎ彦根等 ・かつなりく

魅

ん新作イラスト､・定

力

住促進ＰＲ冊子による

発

啓
・ＪＩＭＯキャラ総

信

選挙関係 　への出展 　

事

グッズの作製 　発、各

業

種イベントへの出演
　

担

によるＰＲ（前年1位

当

として・かつなりくん

課

新作イラスト ・かつな

広

りくん新作イラスト､

報

　出演） 　及びＬＩＮ

広

Ｅスタンプ第2弾 　グ

聴

ッズの作製
・ご当地キ

課

ャラ博ｉｎ彦根等 　作

款

製（318個売上）
　

項

への出展
・かつなりく

目

ん新作イラスト
　作製

担

・東海3県の地方自治

当

体及び観光協会、商工

係

会などが保有するキャ

広

ラクターが参加した中

報

日新聞社主催ＪＩＭＯ

広

キャラ総

成果
　選挙2

聴

015において1位と

係

なったことから、歴代

2

優勝者として毎年新聞



2

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　自治体の知

平

名度向上や魅力発信は

成

定住促進につながるも

３

・法的業務
高い

ので、

１

活力ある地域づくりの

年

ために必要な取組と考

度

える。
必要性 ・市民ニ

（

ーズ、社会需要
・市民

平

生活上必要である　な

成

ど

　イベント等では、

３

ボランティアにも協力

０

をいただきなが
・コス

年

トの節減、費用対効果

度

普通
ら、効率的に事業

評

を推進していると考え

価

る。
効率性 ・執行体制

）

の効率性
・手段の最適

刈

性　など

　自治体の知

谷

名度向上や魅力発信の

市

一つとして、マスコッ

事

・市が主体となって実

務

施する
高い

トキャラク

事

ターを活用した情報発

業

信は一定の効果がある

評

も
妥当性 　べき事業で

価

あるか のと考える。
・

シ

総合計画との整合性　

ー

など

　親しみやすいキ

ト

ャラクターとして、子

（

どもや若い世代に

施策

様

への ・施策への貢献度

式

普通
も浸透することが

２

できており、知名度向

）

上・魅力発信には
・目

会

標達成度 一定の効果が

計

あるものと考える。
貢

名

献度 ・市民サービスへ

担

の効果　など

今後の方

当

向性 □拡充　■現状維

部

持　□改善・効率化　

企

□縮小　□終期設定　

画

□休止・廃止

・定住促

財

進用パンフレットとし

政

て作成しているＰＲ冊

部

子を更新・増刷し、各

一

種イベントでの配布や

般

配布場所等を検討
　し

会

市内外へ設置していた

計

だくよう働きかける。

刈

・マスコットキャラク

谷

ターかつなりくんは、

の

刈谷城築城480年記

魅

念事業のＰＲ時から広

力

く市民に受け入れられ

発

ており、
　小さな子ど

信

も達も刈谷市に愛着を

事

持ってもらえるきっか

業

け作りとしての役割を

担

十分に果たしているも

当

のと考える。
　今後も

課

市内の幼稚園、保育園

広

、小中学校をはじめと

報

する若い世代をターゲ

広

ットに、市内外への積

聴

極的なＰＲを通じ
　て

課

、定住促進のＰＲにつ

款

なげていく。

項 目 担当

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

係

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

広

価
　
∨

報広聴係

2 1



広

し　　　　     

聴

 5件 　　気象情報　

係

       
  　

2

気象情報　     

1

  47件 　　防犯・

2

学校情報 　 
　　防犯・学校情報 　 2件 　　その他 
　　その他　　　　　  7件　

・平成31年2月12日に運用を開始し、刈谷市内外を問わず、多くの人に市政情報や防災情報等を効果的に提供することが

成果
できた。

・より多くの人に利用してもらうよう、市民だよりをはじめ、ホームページ、ポスター等、様々な媒体を活用し、周知を

　図っていく必要がある。
課題

・各課等が継続的かつ積極的に情報を配信するよう、周知徹底を図る必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

成果 生活に必要な情報が得られていると思う市民の割合 70.8 ― 74.0 78.5 83.0
指標 （％）
成果 ダウンロード累計件数（件） ― ― 6,208 10,000 12,000
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 7,084 1,461 合計 7,083,720 円
委託料 7,083,720 円

財
　
源

特定財源 0 0 3,541 0

一般財源 0 0 3,543 1,461

職員人件費　② 0 0 4,629 3,483

総事業費（①＋②） 0 0 11,7

Ｄ

13 4,944

建
設
事

　

業

全体事業費（単位：

　

千円） 0 ３０年度特定

　

財源名称

３０年度まで

Ｏ

の累積事業費 0 元気な

　

愛知の市町村づくり補

　

助金（県）

２年度以降

∧

の事業費見込 0

　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　

１

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

計画推進

基本施策 情報

平

共有
施策体系

施策の内

成

容 広報・広聴の充実

目

３

　
　
　
的

　市公式のス

０

マートフォン向けアプ

年

リを開発

主
た
る
内
容

　

度

市公式のスマートフォ

評

ン向けポータルアプ
し

価

、必要な情報を必要な

）

ときに必要な人に通 リ

刈

ケーションを開発し、

谷

配信する。
知・配信す

市

るプッシュ型広報や、

事

双方向性を 〇メール配

務

信（既存サービスの統

事

合及び拡充)
活かした

業

サービスを提供するこ

評

とで、広報紙 〇カレン

価

ダー機能を活用したイ

シ

ベント等の情
やウェブ

ー

サイト等では周知する

ト

ことが困難で 　報配信

（

あった市政情報に関わ

様

りの少ない層の人や、

式

〇位置情報を活用した

１

マップによる各種情報

）

刈谷市への来訪者にも

会

、市政情報や緊急情報

計

　提供
等の提供を効果

名

的に行う。 〇利用者か

担

らの写真投稿による道

当

路破損箇所
　等の情報

部

提供

位
置
づ
け

関連計画

企

根拠法令

対象者 対象者

画

を限定せず 事業期間 平

財

成３０年度 ～

実施方法

政

■直営　■委託　□指

部

定管理　□補助・助成

一

　□その他

般会計
ポータルア

Ｂ
　
事

プ

　
業
　
実
　
績

２８年度

リ

実績 ２９年度実績 ３０

情

年度実績 ３１年度計画

報

　 　 ・平成31年2月

配

12日運用開始 ・お知

信

らせ配信予定件数60

事

0件
　 　 ・お知らせ配

業

信件数　 75件 　　

担

知識・教養     

当

  
　 　 　　知識・教

課

養        2

広

件 　　子育て　　  

報

     
　 　 　　子

広

育て　　      

聴

 10件 　　福祉・介

課

護     　
　　　

款

――――――― 　　　

項

――――――― 　　福

目

祉・介護     　

担

 1件 　　健康・医療

当

　      
　　健

係

康・医療　     

広

 1件 　　催し　　　

報

　      
　　催



聴係

2 1 2

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市

平

民だよりやホームペー

成

ジといった広報媒体に

３

加え、必
・法的業務

高

１

い
要な情報を必要な人

年

に対し、適宜発信でき

度

る手段であり、
必要性

（

・市民ニーズ、社会需

平

要 確実に情報を提供で

成

きることから、市民ニ

３

ーズが高いもの
・市民

０

生活上必要である　な

年

ど と考える。

　多くの

度

人が所有するスマート

評

フォンを用いることに

価

より
・コストの節減、

）

費用対効果
高い

、容易

刈

にかつ効率的に直接情

谷

報を入手することがで

市

きるこ
効率性 ・執行体

事

制の効率性 とから、情

務

報発信手段の最適性は

事

高いと考える。
・手段

業

の最適性　など

　各課

評

等からのお知らせ、カ

価

レンダー機能やマップ

シ

機能、
・市が主体とな

ー

って実施する
高い

写真

ト

投稿機能およびクーポ

（

ン機能等、市の公式ア

様

プリとし
妥当性 　べき

式

事業であるか ての性格

２

を持つ多彩なサービス

）

提供は、市が主体とな

会

って
・総合計画との整

計

合性　など 実施すべき

名

事業である。

　市政情

担

報や施策に関する情報

当

を広く発信することで

部

、多

施策への ・施策へ

企

の貢献度
高い

くの人に

画

知ってもらい、理解を

財

深めてもらうことで、

政

市民
・目標達成度 サー

部

ビスに寄与していると

一

考える。
貢献度 ・市民

般

サービスへの効果　な

会

ど

今後の方向性 □拡充

計

　□現状維持　■改善

ポ

・効率化　□縮小　□

ー

終期設定　□休止・廃

タ

止

・運用していく中で

ル

、逐次、改善点や追加

ア

機能等の検討を行い、

プ

必要に応じてアプリの

リ

改修を行う。
・ダウン

情

ロード数の増加を図る

報

ため、市民だより、ホ

配

ームページ、市公式Ｓ

信

ＮＳ等による周知を図

事

ると同時に、各施
設等

業

においてポスターを掲

担

示するなど、様々な媒

当

体を通じて積極的なＰ

課

Ｒに取り組んでいく。

広

・適切な情報配信を積

報

極的に行うことで、利

広

用者が必要とする情報

聴

を確実に入手できるよ

課

う担当部署に認識して

款

もら
う。

項 目 担

Ｃ

当

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

係

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

広

∨

報広



1

「声 障害者のための音

2

声による「 害者のための音声による「声 害者のための音声による「声
の市民だより」を公開した。 声の市民だより」を公開した の市民だより」を公開した。 の市民だより」を公開する。

。

・旬の話題が親しみやすく伝わるような表紙を作成し、開きたくなるような広報紙の作成に努めた。

成果

・締切日などのルールの徹底を図り、スケジュールどおりに作成する必要がある。

・記事の修正漏れなど人為的ミスが見られたため、防止策を徹底する必要がある。
課題

・記事の取捨選択、簡潔な文章作成に努め、より見やすい広報紙を作成する必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

成果 生活に必要な情報が得られていると思う割合（％） 70.8 ― 74.0 78.5 83.0
指標

指標
・刈谷市　月2回　平均23.00P　0.59円/1P　　・知立市　月2回　平均21.91P  1.26円/1P　

他市との ・碧南市　月2回　平均26.33P  0.62円/1P　　・安城市　月2回　平均22.00P　1.00円/1P　
比較検証 ・高浜市　月2回　平均20.00P  0.66円/1P

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０

Ｄ

年度 ３１年度 ３０年度

　

（決算） （決算） （決

　

算） （予算） 事業費内

　

訳

事業費　① 28,2

Ｏ

82 27,013 24

　

,940 34,932

　

合計 24,939,8

∧

28 円
報償費 35,

　

000 円

財
　
源

特定

　

財源 3,240 3,2

実

40 3,240 542

　

需用費 21,855,

　

868 円
委託料 3,

施

048,960 円

一

　

般財源 25,042 2

　

3,773 21,70

∨

0 34,390

職員人件費　② 12,504 11,244 11,188 13,545

総事業費（①＋②） 40,786 38,257 36,128 48,477

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 広告料収入

２年度以降の事業費見込 0

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

１

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 計画推進

（

基本施策 情報共有
施策

平

体系
施策の内容 広報・

成

広聴の充実

目
　
　
　
的

３

　広報紙「市民だより

０

」を毎月2回発行する

年

こ

主
た
る
内
容

　広報紙

度

「市民だより(毎月1

評

日号・15日号)」
と

価

により、広く市民に行

）

政情報を提供し、市 の

刈

発行、全戸配布
民生活

谷

の利便性の向上を図る

市

とともに、市民 （仕様

事

）2色刷り、一部4色

務

刷り
の市政への参加の

事

推進を目指す。 （発行

業

部数）61,500部

評

×24回

位
置
づ
け

関連

価

計画  

根拠法令  

対象

シ

者 市民 事業期間 昭和２

ー

５年度 ～

実施方法 ■直

ト

営　■委託　□指定管

（

理　□補助・助成　□

様

その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業

部

　
実
　
績

２８年度実績

企

２９年度実績 ３０年度

画

実績 ３１年度計画

毎月

財

1日号（4色刷り4ペ

政

ージ・毎月1日号（4

部

色刷り5.8ページ毎

一

月1日号（4色刷り4

般

ページ・毎月1日号（

会

4色刷り4ページ・
そ

計

の他2色刷り）と15

市

日号（4 ・その他2色

民

刷り）と15日号（そ

だ

の他2色刷り）と15

よ

日号（4 その他2色刷

り

り）と15日号（4
色

作

刷り2ページ・その他

成

2色刷 4色刷り3.3

事

ページ・その他2色色

業

刷り2ページ・その他

担

2色刷 色刷り2ページ

当

・その他2色刷
り）の

課

2回各60,600部

広

発行し、刷り）の2回

報

各61,500部発行

広

しり）の2回各61,

聴

500部発行し、り）

課

の2回各62,500

款

部発行し、
全戸に配布

項

した。またホーム 、全

目

戸に配布した。またホ

担

ー 全戸に配布した。ま

当

たホーム 全戸に配布す

係

る。またホーム
ページ

広

上でＰＤＦ及び視覚障

報

ムページ上でＰＤＦ及

広

び視覚 ページ上でＰＤ

聴

Ｆ及び視覚障 ページ上

係

でＰＤＦ及び視覚障
害

2

者のための音声による



０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,620 1,285 778 1,736 合計 777,600 円
工事請負費 777,600 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 1,620 1,285 778 1,736

職員人件費　② 203 310 309 464

総事業費（①＋②） 1,823 1,595 1,087 2,200

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

１

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 計画推進

基本

（

施策 情報共有
施策体系

平

施策の内容 広報・広聴

成

の充実

目
　
　
　
的

　広

３

報板を設置し、それぞ

０

れの地域に適した

主
た

年

る
内
容

広報板の新規設

度

置
きめ細かな情報、お

評

知らせを広く市民に周

価

知 （寸　法）Ｈ=2.

）

25ｍ　Ｌ=2.15

刈

ｍ
する。 （掲示面）0

谷

.915ｍ×1.82

市

5ｍ
　　　　　アクリ

事

ル板引戸付き
（支　柱

務

）角100mm

位
置
づ

事

け

関連計画  

根拠法令

業

 

対象者 対象者を限定

評

せず 事業期間 ～

実施方

価

法 ■直営　■委託　□

シ

指定管理　□補助・助

ー

成　□その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　

名

事
　
業
　
実
　
績

２８年

担

度実績 ２９年度実績 ３

当

０年度実績 ３１年度計

部

画

・野田新町公園、清

企

池公園、 ・高松公園、

画

富士見公園、五 ・一里

財

山金山広場に新設。 ・

政

地区からの要望に基づ

部

き、5
　一ツ木公園、

一

大久屋広場、 　軒屋公

般

園、西屋敷児童遊園 ・

会

北部子育て支援センタ

計

ー広 　基程度を設置予

広

定。
　伊勢倉児童遊園

報

に新設。 　に新設。 　

板

報板を更新。
・老人い

設

こいの家からじない
　

置

公園に移設。

広報板の

事

設置により、地域のよ

業

りきめ細かな情報の場

担

を提供した。

成果

地区

当

の要望への対応と、効

課

果的な設置場所の選定

広

をする必要がある。

課

報

題

指標名称（単位）
実

広

績値 目標値

２８年度 ２

聴

９年度 ３０年度 ３１年

課

度 ３年度

活動 ポスター

款

等掲示依頼件数（件）

項

19 15 16 25 25

目

指標
 

指標
 

他市との

担

比較検証

当係 広報広聴係

2

Ｃ
　
事
　
業

1

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

2

円
２８年度 ２９年度 ３



1

度 ３１年度 ３０年度

（

2

決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,717 1,717 1,717 8,427 合計 1,717,200 円
委託料 1,717,200 円

財
　
源

特定財源 1 1 2 3,600

一般財源 1,716 1,716 1,715 4,827

職員人件費　② 391 388 1,543 2,554

総事業費（①＋②） 2,108 2,105 3,260 10,981

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 冊子等頒布収入

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

１

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 計画推進

（

基本施策 情報共有
施策

平

体系
施策の内容 広報・

成

広聴の充実

目
　
　
　
的

３

　刈谷市の市政概要を

０

はじめ統計情報や観光

年

､

主
た
る
内
容

「市勢要

度

覧」の発行
産業などの

評

特色、施設案内や生活

価

情報を広報
する。

位
置

）

づ
け

関連計画  

根拠法

刈

令  

対象者 対象者を限

谷

定せず 事業期間 昭和２

市

５年度 ～

実施方法 ■直

事

営　■委託　□指定管

務

理　□補助・助成　□

事

その他

業評価シート （様

Ｂ
　
事
　
業

式

　
実
　
績

２８年度実績

１

２９年度実績 ３０年度

）

実績 ３１年度計画

・市

会

勢要覧　600部 ・市

計

勢要覧　600部 ・市

名

勢要覧　600部 ・市

担

勢要覧　2,000部

当

・暮らしのガイドブッ

部

ク ・暮らしのガイドブ

企

ック
　企業との協働に

画

より70,000 　1

財

8,000部
　部を発

政

行し、全戸配布し
　た

部

。（広告掲載により発

一

行
　費用企業負担）

市

般

勢要覧を配布すること

会

により、市の概要や施

計

策などに関する市民の

市

理解に寄与した。

成果

勢

年度毎に部分的な更新

要

を行ってきたことによ

覧

り、表記や文言など細

等

かな差異があるため、

作

統一化を図る必要があ

成

る。

課題

指標名称（単

事

位）
実績値 目標値

２８

業

年度 ２９年度 ３０年度

担

３１年度 ３年度

活動 市

当

勢要覧配布部数（冊）

課

577 288 94 50

広

0 500
指標
成果 生活

報

に必要な情報が得られ

広

ていると思う市民の割

聴

合 70.8 ー 74.0

課

78.5 83.0
指標

款

（％）
 

他市との
比較

項

検証

目 担当係 広報広聴

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

係

　
ス
　
ト

単位：千円
２

2

８年度 ２９年度 ３０年



広

・ウェブアクセシビリ

聴

ティ研修、操作者研修

係

を行い、全庁的な意識

2

の統一を図った。

・各

1

課において更新された

2

ページの様式の統一化を図る必要がある。

・アクセス数増加のため、ＳＮＳの効果的な活用を検討する必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

成果 刈谷市ホームページ年間アクセス数（件） 12,055,583 11,762,140 13,549,362 14,500,000 15,000,000
指標
成果 生活に必要な情報が得られていると思う市民の割合 70.8 ― 74.0 78.5 83.0
指標 （％）

各市のトップページの月間アクセス数（平成30年度）
他市との 刈谷市　 47,493件／月　　安城市　53,367件／月　　知立市　13,418件／月　　
比較検証 高浜市　 10,047件／月　　碧南市　13,540件／月

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,223 4,709 3,931 5,458 合計 3,931,200 円
委託料 496,800 円

財
　
源

特定財源 3,912 3,459 2,970 2,354 使用料及び賃借料
3,434,400 円

一般財源 311 1,250 961 3,104

職員人件費　② 2,14

Ｄ

1 3,567 3,54

　

9 7,043

総事業費

　

（①＋②） 6,364

　

8,276 7,480

Ｏ

12,501

建
設
事
業

　

全体事業費（単位：千

　

円） 0 ３０年度特定財

∧

源名称

３０年度までの

　

累積事業費 0 広告料収

　

入

２年度以降の事業費

実

見込 0

　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　

１

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

計画推進

基本施策 情報

平

共有
施策体系

施策の内

成

容 広報・広聴の充実

目

３

　
　
　
的

　インターネ

０

ットを用いて市政情報

年

を発信す

主
た
る
内
容

○

度

刈谷市ホームページの

評

適切な管理、運営及
る

価

ことにより、市民生活

）

の利便性の向上を図 　

刈

び更新
るとともに、国

谷

内外に刈谷市をＰＲす

市

る。 ○刈谷市ホームペ

事

ージ全般運用保守
○刈

務

谷市ホームページ機器

事

借上げ
○刈谷市ホーム

業

ページ作成用機器借上

評

げ

位
置
づ
け

関連計画  

価

根拠法令  

対象者 対象

シ

者を限定せず 事業期間

ー

平成１０年度 ～

実施方

ト

法 ■直営　■委託　□

（

指定管理　□補助・助

様

成　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　

部

事
　
業
　
実
　
績

２８年

企

度実績 ２９年度実績 ３

画

０年度実績 ３１年度計

財

画

・YouTube動

政

画数　155件 ・Yo

部

uTube動画数　1

一

76件 ・YouTub

般

e動画数　182件 ・

会

YouTube動画数

計

　200件
　　　ｱｸ

イ

ｾｽ数　30,756

ン

件　　 　　　ｱｸｾｽ

タ

数　33,482件　

ー

　 　　　ｱｸｾｽ数　

ネ

26,526件　　 　

ッ

　　ｱｸｾｽ数　30

ト

,000件　　
・バナ

情

ー広告収入 ・バナー広

報

告収入 ・バナー広告収

発

入 ・バナー広告収入
　

信

　　　　 3,912

事

,360円 　　　　　

業

　3,458,764

担

円 　　　　　　2,3

当

32,800円 （当初

課

予算額）2,354,

広

400円
・研修4回開

報

催 ・研修4回開催 ・研

広

修4回開催 ・研修の開

聴

催
（操作者研修76人

課

） （操作者研修70人

款

） （操作者研修60人

項

） （操作者研修約10

目

0人）
・画像・動画編

担

集用パソコン
購入

・刈

当

谷市ホームページトッ

係

プページの月平均アク

広

セス数47,493件

報

（平成30年度）

成果



　
参加者数　約650人 参加者数　約600人 参加者数　約650人 参加者数　約800人

平成22年度から会場設営委託を行うことにより、効率的・効果的な式典の運営ができた。

成果

 

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 式典参加者数（人） 650 600 650 800 800
指標

 
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,871 1,965 2,019 2,317 合計 2,018,864 円
報償費 792,980 円

財
　
源

特定財源 2 0 0 0 需用費 575,582 円
委託料 468,612 円

一般財源 2,869 1,965 2,019 2,317 使用料及び賃借料 181,690 円

職員人件費　② 3,126 3,102 3,086 3,096

総事業費（①＋②） 5,997 5,067 5,105 5,413

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

１

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 計画推進

基本施

（

策 行政経営
施策体系

施

平

策の内容 効率的な行政

成

運営

目
　
　
　
的

　本市

３

の発展に貢献し、功績

０

顕著な者を表彰

主
た
る

年

内
容

式典の開催
するこ

度

とにより市民の意識を

評

高め、もって市 ※刈谷

価

市では、市・中央公民

）

館・社会福祉協
政の向

刈

上を図る。 　議会・共

谷

同募金委員会それぞれ

市

行っていた
　式典を統

事

合し、「総合式典」と

務

して開催し
　ている。

事

周年のみ「市制施行○

業

○周年記念
　式典」と

評

している。

位
置
づ
け

関

価

連計画  

根拠法令  

対

シ

象者 被顕彰者をはじめ

ー

市内公職者など 事業期

ト

間 昭和５１年度 ～

実施

（

方法 ■直営　■委託　

様

□指定管理　□補助・

式

助成　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ

企

　
事
　
業
　
実
　
績

２８

画

年度実績 ２９年度実績

財

３０年度実績 ３１年度

政

計画

※総合式典 ※総合

部

式典 ※総合式典 ※総合

一

式典
開催日　5月24

般

日（火） 開催日　5月

会

30日（火） 開催日　

計

5月22日（火） 開催

総

日　5月21日（火）

合

会場　総合文化センタ

式

ー 会場　総合文化セン

典

ター 会場　総合文化セ

開

ンター 会場　総合文化

催

センター
内容　式辞・

事

来賓挨拶 内容　式辞・

業

来賓挨拶 内容　式辞・

担

来賓挨拶 内容　式辞・

当

来賓挨拶
　　　表彰・

課

感謝状の贈呈 　　　表

広

彰・感謝状の贈呈 　　

報

　表彰・感謝状の贈呈

広

　　　表彰・感謝状の

聴

贈呈
　　　　　　17

課

3人・20団体 　　　

款

　　　128人・18

項

団体 　　　　　　17

目

2人・24団体 　　　

担

　　　173人・23

当

団体
　　　前年度事業

係

報告 　　　前年度事業

秘

報告 　　　前年度事業

書

報告 　　　前年度事業

係

報告
　　　刈谷偉人小

2

伝上映　 　　　刈谷偉

1

人小伝上映　 　　　刈

1

谷偉人小伝上映　 　　　刈谷ものがたり上映



） （予算） 事業費内訳

事業費　① 25 20 18 30 合計 18,195 円
需用費 18,195 円

財
　
源

特定財源 19 18 18 30

一般財源 6 2 0 0

職員人件費　② 94 93 93 155

総事業費（①＋②） 119 113 111 185

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 統計調査員確保対策委託金
（県）

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

１

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 計画推進

基本

（

施策 行政経営
施策体系

平

施策の内容 効率的な行

成

政運営

目
　
　
　
的

　刈

３

谷市専任統計調査員設

０

置要綱に基づく専

主
た

年

る
内
容

〇専任統計調査

度

員の確保に関する費用

評

任統計調査員を確保し

価

、統計調査の円滑化を

）

目指す。

位
置
づ
け

関連

刈

計画  

根拠法令 愛知県

谷

統計調査員確保対策事

市

業委託要綱

対象者 刈谷

事

市専任統計調査員 事業

務

期間 平成２年度 ～

実施

事

方法 ■直営　□委託　

業

□指定管理　□補助・

評

助成　□その他

価シート （様式１

Ｂ

）

　
事
　
業
　
実
　
績

２８

会

年度実績 ２９年度実績

計

３０年度実績 ３１年度

名

計画

登録者数　63人

担

登録者数　58人 登録

当

者数　53人 登録者数

部

　53人

　各種統計調

企

査に必要な調査員及び

画

指導員を確保できた。

財

成果

　年齢や家庭事情

政

を理由に退任する調査

部

員が増加傾向にあり、

一

登録者数が前年度減と

般

なった。

　今後も調査

会

員の高齢化が進み退任

計

者の増加が予想される

専

ことから、調査経験者

任

の中から適性や将来的

統

継続性を考慮しな
課題

計

がら次代を担う統計調

調

査員の確保・育成に努

査

めていく必要がある。

員

指標名称（単位）
実績

事

値 目標値

２８年度 ２９

業

年度 ３０年度 ３１年度

担

３年度

活動 登録者数（

当

人） 63 58 53 53

課

55
指標

 
指標

平成3

広

0年度登録者数
他市と

報

の 碧南市70人　安城

広

市78人　知立市30

聴

人　高浜市24人
比較

課

検証

款 項 目 担当係 統計

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

係

　
ス
　
ト

単位：千円
２

2

８年度 ２９年度 ３０年

5

度 ３１年度 ３０年度

（

1

決算） （決算） （決算



132 旅費 6,800 円
需用費 21,746 円

一般財源 1 6 6 0 役務費 13,000 円

職員人件費　② 117 1,939 1,929 2,167

総事業費（①＋②） 122 2,023 2,020 2,299

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 工業統計調査委託金（県）

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

１

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 計画推進

基本施

（

策 行政経営
施策体系

施

平

策の内容 効率的な行政

成

運営

目
　
　
　
的

　我が

３

国工業の実態を明らか

０

にし、工業に関

主
た
る

年

内
容

調査の対象
する施

度

策の基礎資料を得るこ

評

とを目的とする｡ 　製

価

造業に属する市内事業

）

所
調査の期日
　毎年6

刈

月1日現在
調査事項
　

谷

従業員数、製造品出荷

市

額等
調査の方法
　調査

事

員調査

位
置
づ
け

関連計

務

画  

根拠法令 統計法、

事

工業統計調査規則

対象

業

者 市内製造業者　 事業

評

期間 ～

実施方法 ■直営

価

　□委託　□指定管理

シ

　□補助・助成　□そ

ー

の他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　

名

実
　
績

２８年度実績 ２

担

９年度実績 ３０年度実

当

績 ３１年度計画

平成2

部

9年調査の準備事務 調

企

査対象：585事業所

画

調査対象：製造業事業

財

所 調査対象：製造業事

政

業所
調査期日：平成2

部

9年6月1日 調査期日

一

：平成30年6月1日

般

調査期日：令和元年6

会

月1日
調査員　：19

計

人 調査員　：18人 調

工

査員　：18人
指導員

業

数： 2人 指導員　：

統

 2人 指導員　： 2

計

人

　経済産業省の基準

調

に従い、適切に調査を

査

実施した。

成果

課題

指

事

標名称（単位）
実績値

業

目標値

２８年度 ２９年

担

度 ３０年度 ３１年度 ３

当

年度

 
指標

 
指標

 
他

課

市との
比較検証

広報広聴課

款 項 目

Ｃ
　

担

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

当

位：千円
２８年度 ２９

係

年度 ３０年度 ３１年度

統

３０年度

（決算） （決

計

算） （決算） （予算）

係

事業費内訳

事業費　①

2

5 84 91 132 合計

5

90,956 円
賃金

2

49,410 円

財
　
源

特定財源 4 78 85



5

366 0 合計 365,

2

561 円
賃金 76,860 円

財
　
源

特定財源 0 52 366 0 旅費 5,100 円
需用費 58,562 円

一般財源 0 3 0 0 役務費 225,039 円

職員人件費　② 0 2,714 4,629 0

総事業費（①＋②） 0 2,769 4,995 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 住宅土地統計調査委託金
（県）

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

１

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 計画推進

（

基本施策 行政経営
施策

平

体系
施策の内容 効率的

成

な行政運営

目
　
　
　
的

３

　住宅及び居住世帯等

０

の実態を明らかにする

年

主
た
る
内
容

調査の対象

度

ことにより、住宅・土

評

地関連諸施策の基礎資

価

　総務大臣が指定した

）

調査区内の抽出世帯
料

刈

を得ることを目的とす

谷

る。 調査の期日
　平成

市

30年10月1日現在

事

調査事項
　世帯の構成

務

、床面積、建築の時期

事

等
調査の方法
　調査員

業

調査

位
置
づ
け

関連計画

評

根拠法令 統計法、住宅

価

・土地統計調査規則

対

シ

象者 市民 事業期間 昭和

ー

２３年度 ～

実施方法 ■

ト

直営　□委託　□指定

（

管理　□補助・助成　

様

□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　

部

業
　
実
　
績

２８年度実

企

績 ２９年度実績 ３０年

画

度実績 ３１年度計画

　

財

【単位区設定】 【本調

政

査】 　
　 調査対象：総

部

務大臣が指定し 調査対

一

象：216単位区 　
　

般

　　　　　た216調

会

査区 　　　　　3,5

計

34住戸 　
　 設定期日

住

：平成30年2月1日

宅

調査期日：平成30年

・

10月1日 　
　　　―

土

―――――― 指導員　

地

：20人 指導員　：1

統

5人 　　　―――――

計

――
調査員　：71人

調

　総務省統計局の基準

査

に従い、適切に調査を

事

実施した。

成果

課題

指

業

標名称（単位）
実績値

担

目標値

２８年度 ２９年

当

度 ３０年度 ３１年度 ３

課

年度

指標

指標

他市との

広

比較検証

報広聴課

款 項 目 担

Ｃ
　
事
　
業

当

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

係

円
２８年度 ２９年度 ３

統

０年度 ３１年度 ３０年

計

度

（決算） （決算） （

係

決算） （予算） 事業費

2

内訳

事業費　① 0 55



＋②） 0 0 1,558 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 漁業センサス委託金（県）

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

１

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 計画推進

基本施

（

策 行政経営
施策体系

施

平

策の内容 効率的な行政

成

運営

目
　
　
　
的

　我が

３

国漁業の生産構造、就

０

業構造及び流通

主
た
る

年

内
容

調査の対象
・加工

度

業等の漁業をとりまく

評

実態を総合的に 　漁業

価

経営体
明らかにするこ

）

とを目的とする。 調査

刈

の期日
　平成30年1

谷

1月1日現在
調査事項

市

　氏名、年齢、漁業従

事

事日数等

位
置
づ
け

関連

務

計画

根拠法令 統計法、

事

漁業センサス規則

対象

業

者 市内漁業経営体 事業

評

期間 昭和３８年度 ～

実

価

施方法 ■直営　□委託

シ

　□指定管理　□補助

ー

・助成　□その他

ト （様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

担

８年度実績 ２９年度実

当

績 ３０年度実績 ３１年

部

度計画

　 　 【2018

企

年漁業センサス】 　
　

画

　 調査対象：市内漁業

財

経営体 　
　 　 調査期日

政

：平成30年11月1

部

日 　
　 　 調査手法：市

一

職員による調査 　
　　

般

　――――――― 　　

会

　――――――― 　　

計

　―――――――

　農

漁

林水産省の基準に従い

業

、適切に調査を実施し

セ

た。

成果

課題

指標名称

ン

（単位）
実績値 目標値

サ

２８年度 ２９年度 ３０

ス

年度 ３１年度 ３年度

指

事

標

指標

他市との
比較検

業

証

担当課 広報広聴課

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

款

ス
　
ト

単位：千円
２８

項

年度 ２９年度 ３０年度

目

３１年度 ３０年度

（決

担

算） （決算） （決算）

当

（予算） 事業費内訳

事

係

業費　① 0 0 15 0 合

統

計 14,667 円
旅

計

費 2,900 円

財
　

係

源

特定財源 0 0 15 0

2

需用費 11,767 

5

円

一般財源 0 0 0 0

職

2

員人件費　② 0 0 1,543 0

総事業費（①



３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 604 8 29 87 合計 28,608 円
旅費 3,600 円

財
　
源

特定財源 603 7 26 87 需用費 24,008 円
役務費 1,000 円

一般財源 1 1 3 0

職員人件費　② 10,160 310 617 2,167

総事業費（①＋②） 10,764 318 646 2,254

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 経済センサス委託金（県）

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

１

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 計画推進

基本施

（

策 行政経営
施策体系

施

平

策の内容 効率的な行政

成

運営

目
　
　
　
的

　事業

３

所及び企業の経済活動

０

の状態を明らか

主
た
る

年

内
容

〇調査区地図及び

度

台帳の管理
にし、我が

評

国における包括的な産

価

業構造を明 〇2019

）

年経済センサス－基礎

刈

調査の準備事務
らかに

谷

することを目的とする

市

。

位
置
づ
け

関連計画  

事

根拠法令 統計法、経済

務

センサス活動調査規則

事

対象者 市内事業者 事業

業

期間 平成２１年度 ～

実

評

施方法 ■直営　□委託

価

　□指定管理　□補助

シ

・助成　□その他

ート （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

名

８年度実績 ２９年度実

担

績 ３０年度実績 ３１年

当

度計画

【活動調査】 ・

部

調査区の管理 【調査区

企

管理】 【調査区管理】

画

調査対象：5,841

財

事業所 ・地図及び台帳

政

の修正 ・調査区の管理

部

・調査区の管理
調査期

一

日：平成28年6月1

般

日 ・地図及び台帳の修

会

正 ・地図及び台帳の修

計

正
調査員　：59人 【

経

基礎調査】 【基礎調査

済

】
指導員数： 4人 ・

セ

2019年経済センサ

ン

ス－基礎 目的：事業所

サ

母集団データ　
　調査

ス

に関する計画検討 　　

事

　ベースの整備
手法：

業

6月から10か月間で

担

市内
　　　全域を調査

当

員が巡回

　経済産業省

課

の基準に従い、適切に

広

地図及び台帳の修正、

報

調査準備を行った。

成

広

果

課題

指標名称（単位

聴

）
実績値 目標値

２８年

課

度 ２９年度 ３０年度 ３

款

１年度 ３年度

 
指標

 

項

指標
 

他市との
比較検

目

証

担当係 統計係

2 5

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

2

ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度



 円

一般財源 0 0 2 0

職員人件費　② 0 0 309 2,709

総事業費（①＋②） 0 0 316 3,302

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 農林業センサス委託金（県）

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

１

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 計画推進

基本

（

施策 行政経営
施策体系

平

施策の内容 効率的な行

成

政運営

目
　
　
　
的

　農

３

林業の生産構造、就業

０

構造を明らかにす

主
た

年

る
内
容

　2020年農

度

林業センサスに向けた

評

農業集落図
るとともに

価

、農山村の実態を総合

）

的に把握し 及び調査区

刈

地図の修正を行う。
て

谷

、農林行政の企画・立

市

案・推進のための基
礎

事

資料を作成することを

務

目的とする。

位
置
づ
け

事

関連計画

根拠法令 統計

業

法、農林業センサス規

評

則

対象者 市内農林業経

価

営体 事業期間 昭和３５

シ

年度 ～

実施方法 ■直営

ー

　□委託　□指定管理

ト

　□補助・助成　□そ

（

の他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業
　

当

実
　
績

２８年度実績 ２

部

９年度実績 ３０年度実

企

績 ３１年度計画

　 　 本

画

調査準備事務 【202

財

0年農林業センサス】

政

　 　 ・農業集落及び調

部

査区図修正 調査対象：

一

市内農林業従事者
　 　

般

　 調査期日：令和2年

会

2月1日
　 　 調査手法

計

：調査員調査
　　　―

農

―――――― 　　　―

林

――――――

　農林水

業

産省の基準に従い、適

セ

切に調査区の修正を行

ン

った。

成果

課題

指標名

サ

称（単位）
実績値 目標

ス

値

２８年度 ２９年度 ３

事

０年度 ３１年度 ３年度

業

指標

指標

他市との
比較

担

検証

当課 広報広聴課

款

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

項

　
ス
　
ト

単位：千円
２

目

８年度 ２９年度 ３０年

担

度 ３１年度 ３０年度

（

当

決算） （決算） （決算

係

） （予算） 事業費内訳

統

事業費　① 0 0 7 59

計

3 合計 6,557 円

係

旅費 3,400 円

財

2

　
源

特定財源 0 0 5 5

5

93 需用費 1,157

2

 円
役務費 2,000



業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 国勢調査委託金（県）

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

３

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

１

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 計画推進

基本施策 行

（

政経営
施策体系

施策の

平

内容 効率的な行政運営

成

目
　
　
　
的

　国内の人

３

口・世帯の実態を把握

０

し、各種行

主
た
る
内
容

年

　2020年国勢調査

度

に向けた総務省統計局

評

の方
政施策その他の基

価

礎資料を得ることを目

）

的と 針を受け、市の調

刈

査計画の検討を行う。

谷

する。

位
置
づ
け

関連計

市

画

根拠法令 統計法、国

事

勢調査令、国勢調査の

務

調査区の設定の基準等

事

に関する省令

対象者 事

業

業期間 ～

実施方法 ■直

評

営　□委託　□指定管

価

理　□補助・助成　□

シ

その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業

計

　
実
　
績

２８年度実績

名

２９年度実績 ３０年度

担

実績 ３１年度計画

　 　

当

・2020年国勢調査

部

に向けた情 【調査区設

企

定】
　 　 報収集 ・市内

画

1,131調査区の見

財

直し
　 　 ・各調査区の

政

人口推計
　 　 ・新規社

部

会施設等の把握
　　　

一

――――――― 　　　

般

―――――――

　総務

会

省統計局が発信する情

計

報を整理し、本調査に

国

向けた研究を行った。

勢

成果

課題

指標名称（単

調

位）
実績値 目標値

２８

査

年度 ２９年度 ３０年度

事

３１年度 ３年度

指標

指

業

標

他市との
比較検証

担当課 広報広聴課

款

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

項

ト

単位：千円
２８年度

目

２９年度 ３０年度 ３１

担

年度 ３０年度

（決算）

当

（決算） （決算） （予

係

算） 事業費内訳

事業費

統

　① 0 0 2 682 合計

計

2,400 円
旅費 2

係

,400 円

財
　
源

特

2

定財源 0 0 1 682

一

5

般財源 0 0 1 0

職員人

2

件費　② 0 0 309 2,554

総事業費（①＋②） 0 0 311 3,236

建
設
事
業

全体事


